
○廿日市市測量・建設コンサルタント等業務発注事務処理要

綱

平成１２年４月１日

告示第３２号

改正 平成２０年４月１日告示第１２６号

平成２３年６月１日告示第１１６号

平成２４年３月２８日告示第５６号

平成２４年１０月１２日告示第２３１号

令和２年９月２９日告示第２１５号

（目的）

第１条 この要綱は、市が発注する土木建築に関する工事に係る測

量・建設コンサルタント等業務について、その目的及び内容に最

も適した受託者を公正かつ的確な手続で選定し、発注することに

より、業務の円滑で適正な執行を確保することを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において測量・建設コンサルタント等業務（以下

「委託業務」という。）とは、次に掲げるものの請負又は受託を

行う業務をいう。

（１） 測量

土木建築に関する工事に係る測量（測量法（昭和２４年法律

第１８８号）第３条に規定する測量をいう。）

（２） 建築関係建設コンサルタント業務

建築に関する工事の設計又は監理及び建築に関する工事に係

る調査、企画、立案又は助言

（３） 土木関係建設コンサルタント業務

土木に関する工事の設計又は監理及び土木に関する工事に係

る調査、企画、立案又は助言

（４） 地質調査業務



地質又は土質について調査し、及び計測し、並びに解析し、

及び判定することによる、土木建築に関する調査、企画、立案

若しくは助言に必要な地質又は土質に関する資料の提供及び

これに付随する業務

（５） 補償関係コンサルタント業務

公共事業に必要な土地の取得若しくは使用、これに伴う損失

の補償又はこれらに関連する業務

（６） その他

土木建築に関する工事に係る調査、企画、立案又は助言（前

各号に掲げるものを除く。）

２ 前項各号（以下「業務分野」という。）は、その内容に応じた

業務部門に細分し、その部門別の具体的な内容は別表第１の例示

のとおりとする。

（競争入札参加資格審査）

第３条 廿日市市契約規則（昭和６３年規則第１５号。以下「契約

規則」という。）第３条第１項の一般競争入札に参加する者に必

要な資格及び第１９条第１項の指名競争入札に参加する者に必

要な資格（以下「競争入札参加資格」と総称する。）は、市に対

して入札参加資格審査申請を提出した業者につき、入札参加を希

望する業務部門ごとに、次に掲げる事項を総合的に審査し決定す

る。

（１） 年間平均実績高

（２） 自己資本額

（３） 有資格者数

（４） 営業年数

２ 前項の競争入札参加資格の審査の申請（以下「資格審査申請」

という。）について必要な事項は、市長が別に定める。

（競争入札参加資格の審査の実施）



第４条 資格審査申請は、原則として２年ごとの定期に受け付ける

ものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、同項に規定する定期の受付の終了後

から次期の定期の受付の開始前までの期間については、期間を定

めて、臨時に資格審査申請を受け付けることができるものとする。

ただし、競争入札参加資格を有すると認定した業者（以下「有資

格者」という。）が会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に

基づく更正手続開始決定を受けたとき若しくは更正計画認可決

定を受けたとき又は有資格者が民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づく再生手続開始決定を受けたとき若しくは再生計

画認可決定を受けたときは、随時に資格審査申請を受け付けるも

のとする。

３ 競争入札参加資格に係る審査の実施を決定したときは、次に掲

げる資格審査申請の方法等を公告するものとする。

（１） 競争入札参加資格及びその有効期間

（２） 資格審査申請の受付期間

（３） 受付場所

（４） 資格審査申請に必要な提出書類並びにその提出期限及び

提出先

（５） 資格審査申請の申請方法

（６） 前各号に掲げるもののほか、資格審査申請に際して必要

と認める事項

（競争入札参加資格審査機関の設置）

第５条 申請業者の競争入札参加資格を審査するため、廿日市市競

争入札参加者審査会（以下「入札参加者審査会」という。）を置

く。

２ 入札参加者審査会の所掌事務その他必要な事項については、廿

日市市競争入札参加者審査会設置要領（昭和２０年４月１日制



定。）に定める。

（審査結果の通知）

第６条 市長は、契約規則第３条第３項及び第１９条第２項の規定

に基づく審査結果を申請業者に対して通知するものとする。

２ 前項の場合において、競争入札参加資格を有しないと認定した

申請業者に対しては、同項の通知にその理由を付さなければなら

ない。

（競争入札参加資格の有効期間）

第７条 第３条第１項の規定に基づき資格を有すると認定した競

争入札参加資格の有効期間は、当該競争入札参加資格を認定した

日から第４条第１項の規定により受付を行う次期の競争入札参

加資格の認定の日までとする。

（競争入札参加資格の承継）

第８条 有資格者の競争入札参加資格の承継の事務手続きについ

ては、廿日市市競争入札参加資格承継承認事務取扱要領（平成２

４年告示第２２３号）に定める。

（競争入札参加資格申請事項の変更の届出）

第９条 市長は、有資格者に次に掲げる事項について変更があった

場合には、速やかに別表第２に掲げる書類等を添えて、当該変更

事項を届け出させるものとする。

（１） 商号又は名称

（２） 本店の所在地

（３） 営業所等の名称

（４） 営業所等の所在地

（５） 本店又は営業所等の電話番号等

（６） 登録の更新、変更、廃業等

（７） 代表者

（８） 受任者



（９） 契約権限等の委任を伴う営業所等の新設

（１０） 実印

（１１） 契約印（使用印）

（競争入札参加資格の取消し）

第１０条 市長は、有資格者が次の各号のいずれかに該当すること

となったときは、競争入札参加資格を取り消すものとする。

（１） 競争入札参加資格の認定をしている業務分野又は業務部

門に関し、当該業務を行うために必要な法令による登録を有し

ないこととなった旨の届出をせず、本市の競争入札の参加者、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」とい

う。）第１６７条の２第１項第１号の規定による随意契約の見

積参加者又は同項第２号及び第５号から第９号までに規定す

る随意契約の相手方となったことが明らかになったとき。

（２） 資格審査申請時に提出した書類等が偽装されたものであ

ることが明らかになったとき。

（３） 競争入札参加資格の取消しの申出があったとき。

２ 市長は、前項の規定に基づき競争入札参加資格を取り消したと

きは、当該業者に対して書面によりその旨を通知するとともに、

商号又は名称、資格取消日及び理由を公表するものとする。ただ

し、有資格者から、同項第３項の申出があったときは、当該有資

格業者に対する書面による通知及び公表を行わないものとする。

３ 市長は、第１項第１号及び第２号の規定に基づき競争入札参加

資格を有しないこととなったときはその事実が生じた後２年間、

同項第３号の規定に基づき競争入札参加資格を有しないことと

なったときは当該競争入札参加資格の満了の日までの間、当該者

に係る資格審査申請を認めないものとする。

４ 競争入札参加資格の取消しは、原則として競争入札参加資格を

有するすべての業務部門を対象とする。ただし、有資格者から、



第１項第３号の申出があったときは、当該届出又は申出のあった

業務部門のみを対象とする。

（競争入札参加資格者名簿の調製）

第１１条 契約規則第３条第３項及び第１９条第２項の規定によ

り作成する名簿（以下「資格者名簿」という。）は、原則として、

第４条第１項に規定する定期の受付に係る認定の際に調製する

ものとする。ただし、同条第２項の規定による審査を実施した場

合その他資格者名簿を変更する必要が生じた場合は、この限りで

ない。

（発注方法）

第１２条 受託業務の発注方法は、次の方式のうちから選択するも

のとする。

（１） 競争入札方式（公募又は指名）

複数の受託候補者（受託者を選定するための手続への参加者

をいう。以下同じ。）による入札により受託者を決定する方式

（２） プロポーザル方式（公募又は指名）

業務の内容が技術的に高度又は専門的な技術が要求される場

合に、複数の受託候補者に実施方法等について技術的な提案を

求め、その内容に基づいて契約の相手方として最適な者を特定

した上で、令第１６７条の２第１項第２号の規定に基づく随意

契約を行う方式

（３） 設計競技方式（公募又は指名）

象徴性、記念性、芸術性、独創性、創造性等を特に重視する

必要がある場合に、複数の受託候補者に具体的な計画案又は設

計案等の提出を求め、最適な案を特定した上で、その案の提案

者と令第１６７条の２第１項第２号の規定に基づく随意契約

を行う方式

（４） 特命随意契約方式



委託業務の条件、内容等に最も適した者と令第１６７条の２

第１項第２号の規定に基づく随意契約を行う方式（前２項によ

るものを除く。）

（５） その他の随意契約方式

令第１６７条の２第１項（第２号を除く。）の規定に基づく随

意契約を行う方式

２ 前項の発注方法は、指名競争入札方式を基本とし、設計金額、

業務内容等に応じて他の方法を選択するものとする。ただし、プ

ロポーザル方式、設計競技方式及び公募型競争入札方式は、それ

ぞれの方式により発注することが必要であると認められる業務

のうちから、当該業務を所管する部局長が指定するもの（以下「指

定業務」という。）について行うものとする。

（受託候補者の選定基準等）

第１３条 受託候補者の選定は、委託業務の適正な実施を確保する

ための遂行能力を重視するとともに、経済性及び効率性を考慮し

て、公正かつ厳正に行うものとする。

２ 受託候補者は、委託業務の内容に応じて、第１１条の資格者名

簿に登載されている有資格者のうちから選定するものとする。た

だし、令第１６７条の２第１項第２号の規定に基づく随意契約を

結ぶ場合であって、市長が特に認めた場合はこの限りでない。な

お、委託業務がそれぞれ異なる業務部門に該当する要素を複合し

たものである場合、当該委託業務の受託候補者及び受託者は、そ

の要素のうち主要な要素が該当するすべての業務部門の有資格

者でなければならない。また、委託業務又はその単一の構成要素

が複数の業務部門に該当する場合、その受託候補者及び受託者は、

該当するいずれかの部門の有資格者であればよいものとする。

３ 受託候補者は、原則として、発注業務の請負対象設計金額が当

該業務に属する業務分野（複数の分野にまたがる業務の場合は設



計金額の構成割合が最も大きい分野とする。）の年間平均実績高

を上回る有資格者のうちから選定するものとする。

４ 前３項に定めるもののほか、受託候補者の選考は、発注しよう

とする業務の将来予想される全体の業務量や業務内容及び発注

業務の予定金額等を踏まえ、次に掲げる事項を総合的に勘案して

行わなければならない。ただし、指名競争入札方式による場合の

個々の事項の取扱いは、別表第３によるものとし、他の発注方法

による場合はこれに準じて取り扱うものとする。なお、公募型競

争入札方式による場合は、他の入札参加希望者と一定の資本的関

係又は人的関係にある者でないことを入札に参加しようとする

者に必要な資格の要件とする。

（１） 不正又は不誠実な行為の有無その他の信用状態

（２） 経営状況

（３） 安全管理及び労働福祉の状況

（４） 当該業務遂行についての技術的適性

（５） 技術者の状況

（６） 過去の受注実務の成果に対する評価

（７） 当該業務遂行についての経験

（８） 手持業務の状況

（９） 関連業務の実施状況

（１０） 当該業務に対する地理的条件

５ 入札前において、現に指名している受託候補者について前項各

号に掲げる事項に関し不適正な事実が生じた場合には、当該受託

候補者の指名を取り消すものとする。

（指名業者の数）

第１４条 指名競争入札方式により発注する場合における選定す

る指名業者の数の標準は、おおむね別表第４のとおりとする。

（選定基準の例外）



第１５条 緊急を要する業務、特別の技術を要する業務及び地域の

実情その他特別の理由がある場合は、前条の規定にかかわらず、

当該業務に必要な指名業者を選定することができる。

（選定手続）

第１６条 委託業務の発注に係る発注方法の選定、受託候補者の選

定及び受託者の特定は、総務部契約課において行うものとする。

ただし、指定業務については、当該業務を所管する担当課におい

て選考を行うものとする。

（選考委員会の設置）

第１７条 市長は、受託候補者を厳正かつ公正に選考するため、必

要に応じて受託業者選考委員会（以下「選考委員会」という。）

を置く。

（選考委員会の組織）

第１８条 選考委員会の委員は、次に掲げる者をもって組織する。

（１） 副市長

（２） 総務部長

（３） 契約課長

（４） その他副市長が必要と認めた部長、課長及び職員

（会長及び副会長）

第１９条 選考委員会の会長は、副市長をもって充て、副会長は、

総務部長をもって充てる。

２ 会長は、会議の議長となり、会務を総理する。

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を

代理する。

（会議）

第２０条 選考委員会の会議は、会長が第１８条各号に掲げる構成

員のうち、議事に関係のある委員のみ招集するものとする。

２ 選考委員会は、議事に関係のある委員の過半数が出席しなけれ



ば、会議を開くことができない。

３ 選考委員会の会議は、審議中は公開しないものとし、何人も会

議の内容を他に漏らしてならない。

（受託業者の選考手続）

第２１条 選考委員会は、必要に応じて、選考業者又は随意契約の

相手方の選考に関して、審査することができる。

（選考委員会の庶務）

第２２条 選考委員会の庶務は、第１２条第１項第１号は総務部契

約課、同条第２号から第５号は担当課において処理する。

（見積期間等の確保）

第２３条 委託業務を発注しようとするときは、建設工事の例に準

じ、見積期間を十分に確保するものとする。

（入札等の取扱い）

第２４条 委託業務の入札等は、契約規則その他の関係規定を遵守

するとともに、建設工事の例に準じて実施するものとする。

（その他）

第２５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める

ものとする。

附 則

この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。

附 則（平成２０年４月１日告示第１２６号）

この告示は、平成２０年４月１日から施行する。

附 則（平成２３年６月１日告示第１１６号）

この告示は、平成２３年６月１日から施行する。

附 則（平成２４年３月２８日告示第５６号）

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

附 則（平成２４年１０月１２日告示第２３１号）

この要綱は、平成２４年１０月１２日から施行する。



附 則（令和２年９月２８日告示第２１５号）

この告示は、令和２年１０月１日から施行する。



別表第１（第２条関係）

業務分野別の部門及び部門別業務内容の例示

分野 部門 部門別業務内容の例示（又は分野の定義）

（分野の定義）土木建築に関する工事に係る測量（測量法第３条の

測量をいう。）

測量 １ 測量一般 測量（地図の調製又は航空測量のみを業務内容とす

るものを除く。）

２ 地 図 の 調

製

測量の成果を用いて行う地図の作成

３ 航空測量 航空機等を使用して空中から行う測量

（分野の定義）建築に関する工事の設計又は監理及び調査、企画、

立案、助言

建 築

関 係

建 設

コ ン

サ ル

タ ン

ト 業

務

１ 建築一般 建築工事に関する調査、企画、立案、設計及び監理

（建築物の設計又は監理を含む。）

２ 意匠 建築物の意匠に関する調査、企画、立案及び設計

３ 構造 建築物の構造に関する調査、企画、立案及び設計

４ 暖冷房 建築工事に係る暖冷房空調設備に関する調査、企画、

立案、設計及び監理

５ 衛生 建築工事に係る給排水衛生設備に関する調査、企画、

立案、設計及び監理

６ 電気 建築工事に係る電気設備に関する調査、企画、立案、

設計及び監理

７ 建築積算 建築工事に関する積算

８ 機 械 設 備

積算

建築工事に係る機械設備の積算

９ 電 気 設 備

積算

建築工事に係る電気設備の積算



１０ 調査 上記各号以外の建築工事に関する調査

（分野の定義）土木に関する工事の設計又は監理及び調査、企画、

立案又は助言

土 木

関 係

建 設

コ ン

サ ル

タ ン

ト 業

務

１ 河川、砂防

及び海岸・海

洋

治水利水計画、砂防計画若しくは海岸保全計画に関

する調査、企画、立案、環境影響評価若しくは助言

又は河川（ダムを含む。）、

砂防（地すべり防止を含む。）若しくは海岸・海洋に

関する工事の設計若しくは監理

２ 港 湾 及 び

空港

港湾計画若しくは空港計画に関する調査、企画、立

案、環境影響評価若しくは助言又は港湾若しくは空

港に関する工事の設計若しくは監理

３ 電力土木 電源開発計画に関する調査、企画、立案、環境影響

評価若しくは助言又は発電用のダム、水路構造物等

に関する工事の設計若しくは監理

４ 道路 道路計画に関する調査、企画、立案、環境影響評価

若しくは助言又は道路に関する工事の設計若しくは

監理

５ 鉄道 鉄道計画に関する調査、企画、立案、環境影響評価

若しくは助言又は鉄道（鋼索鉄道を含む。）に関する

工事の設計若しくは監理

６ 上 水 道 及

び 工 業 用 水

道

上水道計画若しくは工業用水道計画に関する調査、

企画、立案、環境影響評価若しくは助言又は上水道

若しくは工業用水道に関する工事の設計若しくは監

理

７ 下水道 下水道計画に関する調査、企画、環境影響評価若し

くは助言又は下水道に関する工事の設計若しくは監

理

８ 農業土木 かんがい排水、農地整備、農地保全等の計画に関す



る調査、企画、立案、環境影響評価若しくは助言又

はこれらに関する工事の設計若しくは監理

９ 森林土木 治山、林道、森林環境保全等の計画に関する調査、

企画、立案、環境影響評価若しくは助言又はこれら

に関する工事の設計若しくは監理

１ ０ 水 産 土

木

漁港計画若しくは沿岸漁場計画に関する調査、企画、

立案、環境影響評価若しくは助言又は漁港若しくは

沿岸漁場に関する工事の設計若しくは監理

１１ 廃棄物 廃棄物処理計画に関する調査、企画、立案、環境影

響評価若しくは助言又は廃棄物処理施設に関する工

事の設計若しくは監理

１２ 造園 公園緑地計画に関する調査、企画、立案、環境影響

評価若しくは助言又は公園緑地に関する工事の設計

若しくは監理

１ ３ 都 市 計

画 及 び 地 方

計画

都市計画又は地方計画に関する調査、企画、立案、

環境影響評価若しくは助言又はこれらに関する工事

の設計若しくは監理

１４ 地質 事業別の部門に係る地質に関する調査、企画、立案

又は助言

１ ５ 土 質 及

び基礎

事業別の部門に係る土質に関する調査の企画、立案

若しくは助言、事業別の部門に係る構造物の基礎又

は土の構造物に関する企画、立案若しくは助言又は

これらに関する工事の設計若しくは監理

１ ６ 鋼 構 造

及 び コ ン ク

リート

事業別の部門に係る鋼構造、鉄筋コンクリート構造、

コンクリート若しくはコンクリート構造に関する調

査、企画、立案若しくは助言又はこれらに関する工

事の設計若しくは監理

１ ７ ト ン ネ事業別の部門に係るトンネル構造に関する調査、企



ル 画、立案若しくは助言又はこれらに関する工事の設

計若しくは監理

１ ８ 施 工 計

画、施工設備

及び積算

事業別の部門の工事実施に関する調査、企画、立案

若しくは助言、工事実施の監理又は工事実施のため

の調査、設計、積算若しくは建設マネジメント

１ ９ 建 設 環

境

前記６から１１を除く事業別の部門に係る自然環境

及び生活環境の保全及び創出に関する調査、企画、

立案若しくは助言並びに環境影響評価又は自然環境

及び生活環境の保全及び創出に関する工事の設計若

しくは監理

２０ 機械 事業別の部門の工事実施のための機械の調査若しく

は設計又は事業別の部門に必要な機械の調査、設計

若しくは監理

２ １ 電 気 電

子

事業別の部門に係る電気通信に関する調査、企画、

立案若しくは助言又はこれらに関する工事の設計若

しくは監理

（分野の定義）地質又は土質について調査し、計測し、解析し、判

定することによる、土木建築に関する調査、企画、

立案若しくは助言に必要な地質又は土質に関する資

料の提出及びこれに付随する業務

地 質

調 査

業務

１ 地質調査 土木若しくは建築工事のための地質又は土質につい

ての調査、計測、解析及び判定の業務

（分野の定義）公共事業に必要な土地等の取得若しくは使用若しく

はこれに伴う損失の補償又はこれらに関連する業務

補 償

関 係

コ ン

１ 土地調査 土地の権利者の氏名及び住所、土地の所在、地番、

地目及び面積並びに権利の種類及び内容に関する調

査並びに土地境界確認等



サ ル

タ ン

ト 業

務

２ 土地評価 (１ ) 土地の評価のための同一状況地域の区分及び

土地に関する補償金算定又は空間若しくは地下使

用に関する補償金算定

(２ ) 残地等に関する損失の補償に関する調査及び

補償金算定

３ 物件 (１ ) 木造建物、一般工作物、立木又は通常生じる

損失に関する調査及び補償金算定

(２ ) 木造若しくは非木造建築物で複雑な構造を有

する特殊建築物又はこれらに類する物件に関する

調査及び補償金算定

４ 機 械 工 作

物

機械工作物に関する調査及び補償金算定

５ 営業・特殊

補償

(１ ) 営業補償に関する調査及び補償金算定

(２ ) 漁業権等の消滅又は制限に関する調査及び補

償金算定

６ 事業損失 事業損失（事業施行中又は事業施行後における日陰

等により生じる損害等をいう。）に関する調査及び費

用負担の算定

７ 補償関連 (１ ) 意向調査（事業に対する地域住民の意向に関

する調査をいう。）、生活再建調査（公共事業の施

行に伴い講じられる生活再建のための措置に関す

る調査をいう。）その他これらに関する調査

(２ ) 補償説明及び地方公共団体等との補償に関す

る連絡調整

(３ ) 事業認定申請図書等（起業者が事業認定庁に

対する事前協議を行うための協議資料及び協議の

完了に伴う本申請図書等）の作成

８ 総合補償 (１ ) 公共用地取得計画図書の作成業務



(２ ) 公共用地取得に関する工程管理業務

(３ ) 補償に関する相談業務

(４ ) 関係住民等に対する補償方針に関する説明業

務

(５ ) 公共用地交渉業務（関係権利者の特定、補償

額算定書の照合及び交渉方針の策定等を行った上

で、権利者と面接し、補償内容の説明等を行い、

公共事業に必要な土地の取得等に対する協力を求

める業務）

（分野の定義）土木建築に関する工事に係る調査、企画、立案又は

助言（前記各号に掲げるものを除く。）

そ の

他

１ 不 動 産 鑑

定

不動産の鑑定評価（不動産の鑑定評価に関する法律

（昭和３８年法律第１５２号）第２条に規定するも

のをいう。）

２ 登 記 手 続

等

土地家屋調査（土地家屋調査士法（昭和２５年法律

第２２８号）第３条に規定するものをいう。）、不動

産の登記及びそれに付随する業務、公共事業に伴う

補償に関する調査等

３ その他 前記各号に掲げるものを除く、電算関係業務、計算

業務、工事資料等の整理、経済調査、環境調査、交

通量調査、水質大気等の分析・解析等



別表第２（第９条関係）

競争入札参加資格申請事項の変更の届出の添付書類

変更事項 添付書類

１ 商号又は名称 登記事項証明書、印鑑証明書、委

任状

２ 本店の所在地 登記事項証明書

３ 営業所等の名称 委任状

４ 営業所等の所在地 委任状

５ 本店又は営業所等の電話番号等 不要

６ 登録の更新、変更、廃業等 許可書等

７ 代表者 登記事項証明書

８ 受任者 委任状

９ 契 約 権 限 等 の 委 任 を 伴 う 営 業 所 等

の新設

委任状

１０ 実印 印鑑証明書、委任状

１１ 契約印（使用印） 使用印鑑届又は委任状



別表第３（第１３条関係）

指名競争入札における指名業者選定における留意事項

勘案事項 運用基準

１ 不 正 又 は 不

誠 実 な 行 為 の

有 無 そ の 他 の

信用状態

指名しようとする業者の不誠実な行為及び信用状態に

ついては、次のことを基本とする。

（不誠実な行為）

市との業務委託契約条項に違反し、又は指示等に従わ

ないとき。

（信用状態）

１ 集団的又は常習的な暴力的不法行為を行うおそれが

ある組織との関わりが認められるとき。

２ 業者及びその主要な職員（以下「業者等」という。）

が暴力行為等による嫌疑を受けたとき。

３ 業者等が選挙違反の嫌疑を受けたとき。

４ 租税の滞納その他税法上の処分を受け又は嫌疑を受

けたとき。

５ 業者等が業務に関し関係者に迷惑を及ぼす行為があ

ったとき。

（その他）

１ 「廿日市市競争入札資格者指名除外措置要綱」（平成

９年告示第２５号）の指名業者の選定対象から除外す

る者の各号に掲げる事由に該当するには至らないまで

も、これらに準じるような疑いがあると認められると

き。

２ その他市民に不信の念を抱かせるような行為があっ

たとき。

２ 経営状況 指名しようとする業者の経営状況については、各種情

報を収集のうえ、内容の審査・分析を行うなど実態把握



に努め、指名の参考に資するものとする。

３ 安 全 管 理 及

び 労 働 福 祉 の

状況

指名しようとする業務の安全管理及び労働福祉の状況

については、次のことを基本とする。

１ 最近６か月において、自己の責に帰する理由により

労働災害及び公衆災害を発生させたことがないこと。

２ 最近６か月において、賃金不払い（労働基準法に違

反して、労働基準局から指摘を受けた事実をいう。）が

ないこと。

４ 当 該 業 務 遂

行 に つ い て の

技術的適性

発注しようとする業務が特殊な業務で特殊な技術的能

力及び機械を必要とする場合、これらの保有状況などに

ついて調査し、業務遂行能力を有することの確認を行い

指名することを基本とする。

５ 技 術 者 の 状

況

発注しようとする業務が適正に遂行されるために、業

務の難易度に応じて、必要な専門的知識、経験及びそれ

らの応用能力を有する技術者が名義貸し等もなく適正に

確保されていることを基本とする。

６ 過 去 の 受 注

実 務 の 成 果 に

対する評価

成果品がそのまま設計等に活用できたか、また、追加

の業務を発注する必要が生じた等を勘案し、特に過去の

成績が優秀な業者については、指名選定に配慮するもの

とする。

７ 当 該 業 務 遂

行 に つ い て の

経験

直前２年の間に、発注しようとする業務と同種かつ同

等規模以上の業務について国、都道府県、市町村又はこ

れらに準じる者と委託契約を締結し、誠実に履行してい

ることを基本とする。

８ 手 持 業 務 の

状況

発注機関において既に契約している業務の件数及び金

額の状況などを勘案し、手持業務量が発注しようとする

業務の適正な遂行を妨げるおそれがないことを基本とす

る。



なお、発注しようとする業務に必要な管理技術者が配

置できない者は指名しない。ただし、この判定は設計金

額により行うものとし、設計金額が２ ,５００万円以上の

業務は当該業務以外の他の業務は兼務できないものとし

て整理する。

９ 関 連 業 務 の

実施状況

発注しようとする業務に関する次の業務を実施してい

る業者で業務成績が良好な者については、指名選定に配

慮する。

１ 当該業務に継続する従前の業務（概略調査・設計や

予備調査・設計など）

２ 密接な関連のある他の業務（道路事業と河川事業が

輻輳する場合や国・県などの事業と密接に関連する事

業を実施する場合など）

１ ０ 当 該 業 務

に 対 す る 地 理

的条件

本店、支店又は営業所の所在地及び従来からの受注実

績等から、その地域の特性に精通し、発注しようとする

業務の遂行能力を有すると認められる者については、指

名選定に配慮する。

また、業務遂行能力を有する県内・市内業者について

は、積極的に指名する。



別表第４（第１４条関係）

指名業者選定標準表

請負対象設計金額 選定する業者の数の標準数

５００万円未満 ５人以上

５００万円以上 １ ,０００万円未満 ７人以上

１ ,０００万円以上 ３ ,０００万円未満 ８人以上

３ ,０００万円以上 ５ ,０００万円未満 １０人以上

５ ,０００万円以上 １億円未満 １２人以上

１億円以上 １５人以上


